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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第144期

第１四半期連結
累計期間

第145期
第１四半期連結
累計期間

第144期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年６月30日

自2018年４月１日
至2018年６月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 91,967 91,819 377,714

経常利益 （百万円） 635 475 3,086

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 410 274 2,433

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,308 △476 4,171

純資産額 （百万円） 44,825 48,911 47,694

総資産額 （百万円） 183,610 193,874 198,166

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 6.17 4.02 36.55

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） - 4.02 －

自己資本比率 （％） 24.3 25.2 24.0

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．第144期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式は存在するものの、

当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。第145期の潜在株式調

整後１株当たり四半期純利益金額については、2018年６月26日の新規上場日から当第１四半期連結会計期間

末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定しております。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半

期連結会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営

指標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、2018年６月26日付で適時開示しました「その他の関係会社及び主要株主の異動に関する

お知らせ」のとおり、王子ホールディングス㈱は、その他の関係会社ではなくなりました。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1)財政状態及び経営成績の状況

①経営成績の状況

　当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、世界的な好景気に支えられ、輸出が堅調に推移し、実質雇用

者所得の増加に伴い、個人消費も回復傾向を維持するなど、経済は緩やかに回復しました。

　紙パルプ業界におきましては人口構造の変化やICTによるペーパーレス化の影響を受け出版物やチラシ・広告の

紙離れが加速し、紙の需要は前年同期比減少となりました。また、板紙の需要は、Eコマース需要の拡大に支えら

れ、前年同期比増加となりました。

　これらの結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高918億19百万円（前年同期比0.2％減）、営業利益３

億81百万円（前年同期比2.1％増）、経常利益４億75百万円（前年同期比25.2％減）、親会社株主に帰属する四半

期純利益２億74百万円（前年同期比33.1％減）となりました。

 

当第１四半期連結累計期間の業績をセグメント別にみると次のとおりです。

＜国内拠点紙パルプ等卸売事業＞

　国内においては少子高齢化や電子媒体の普及等により、出版市場の縮小やチラシ・広告の紙離れが加速してお

り、売上高は前年同四半期連結累計期間比0.6％減の736億89百万円となり、営業利益は10.0％減の８億８百万円と

なりました。

＜海外拠点紙パルプ等卸売事業＞

　アジア地域を中心に、価格の上昇に伴い売上は伸長しました。また、前年に比べて利益水準が低下した拠点が

有ったものの、価格が高止まりした中国がそれを十分に補い、全体の利益を押し上げました。その結果、売上高は

前年同四半期連結累計期間比1.8％増の178億32百万円、営業利益は64百万円（前年同四半期は０百万円の営業損

失）となりました。

＜不動産賃貸事業＞

　一部賃貸物件の売却による賃貸料収入の減少はあるものの、修繕費及び管理費等の費用が減少したことから、売

上高は前年同四半期連結累計期間比3.5％減の２億98百万円となり、営業利益は34.8％増の１億53百万円となりま

した。

 

②財政状態の状況

　当第１四半期連結会計期間の総資産額は、売上債権の減少等により、前連結会計年度末に比べて42億91百万円減

少し、1,938億74百万円となりました。

　負債は、仕入債務の減少等により、前連結会計年度末に比べて55億８百万円減少し、1,449億63百万円となりま

した。

　純資産は、公募増資に伴う資本金及び資本準備金の増加等により、前連結会計年度末に比べて12億17百万円増加

し、489億11百万円となりました。

 

(2) 経営方針・経営戦略等

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。
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(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた問題はありません。

 

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は７百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 267,500,000

計 267,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 74,027,406 75,077,406
東京証券取引所

市場第一部

単元株式数

100株

計 74,027,406 75,077,406 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　　　　　該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数
増減数（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増減
額（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2018年６月25日

（注）１
7,000,000 74,027,406 1,113 4,556 1,113 2,273

（注）１.有償一般募集（ブックビルディング方式による募集）

発行価格　　　　　344円

発行価額　　　　　318.20円

資本組入額　　　　159.10円

払込金総額　　　　2,227百万円

２.2018年７月25日を払込期日とする有償第三者割当（オーバーアロットメントによる売出しに関連した

第三者割当増資）により、発行済株式総数が1,050,000株、資本金及び資本準備金がそれぞれ167百万

円増加しております。

 

 

（５）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしており

ます。

 

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式　　 439,900

 

－ －

完全議決権株式（その他） 普通株式　66,577,800 665,778 －

単元未満株式 普通株式　　　 9,706 － －

発行済株式総数 　　　　　67,027,406 － －

総株主の議決権 － 665,778 －

　（注）　１．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式58株が含まれております。

２．2018年６月26日付で、当社株式は東京証券取引所市場第一部に上場しております。

３．上場に伴い、2018年６月25日を払込期日とする公募増資により、発行済株式数が7,000,000株増加して

おりますが、上記株式数は発行前の数値を記載しております。

４．2018年７月25日を払込期日とする、オーバーアロットメントによる当社株式の売出しに関連した第三者

割当増資により、発行済株式数が1,050,000株増加しております。これにより、提出日現在の発行済株

式総数は75,077,406株となっておりますが、上記株式数は発行前の数値を記載しております。

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

国際紙パルプ商事㈱
東京都中央区明石町

６－24
439,900 － 439,900 0.66

計 － 439,900 － 439,900 0.66

 

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、新日本有限責任監査法人は2018年７月１日をもって名称をEY新日本有限責任監査法人に変更しております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,177 2,579

受取手形及び売掛金 ※４ 105,692 ※４ 103,266

電子記録債権 ※４ 13,208 ※４ 14,450

商品 17,511 17,142

その他 3,509 3,032

貸倒引当金 △2,139 △1,975

流動資産合計 141,961 138,495

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 6,339 6,263

土地 18,197 18,197

その他（純額） 341 405

有形固定資産合計 24,878 24,867

無形固定資産   

のれん 727 698

その他 2,469 2,583

無形固定資産合計 3,196 3,281

投資その他の資産   

投資有価証券 26,250 25,344

退職給付に係る資産 411 433

その他 2,330 2,267

貸倒引当金 △861 △815

投資その他の資産合計 28,129 27,230

固定資産合計 56,205 55,379

資産合計 198,166 193,874

 

EDINET提出書類

国際紙パルプ商事株式会社(E02516)

四半期報告書

 8/17



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※４ 84,158 ※４ 80,484

電子記録債務 ※４ 3,909 ※４ 3,502

短期借入金 32,608 32,109

コマーシャル・ペーパー 8,000 8,000

未払法人税等 510 75

引当金 951 465

その他 4,450 4,495

流動負債合計 134,589 129,132

固定負債   

長期借入金 9,084 9,009

退職給付に係る負債 148 146

引当金 225 17

その他 6,423 6,656

固定負債合計 15,881 15,830

負債合計 150,471 144,963

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,442 4,556

資本剰余金 7,670 8,784

利益剰余金 28,549 28,331

自己株式 △153 △153

株主資本合計 39,509 41,518

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6,389 6,014

繰延ヘッジ損益 8 △27

為替換算調整勘定 1,070 762

退職給付に係る調整累計額 569 538

その他の包括利益累計額合計 8,037 7,286

非支配株主持分 148 105

純資産合計 47,694 48,911

負債純資産合計 198,166 193,874
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
　　至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
　　至　2018年６月30日）

売上高 91,967 91,819

売上原価 86,778 86,664

売上総利益 5,188 5,155

販売費及び一般管理費 4,814 4,774

営業利益 373 381

営業外収益   

受取利息 124 112

受取配当金 178 175

為替差益 32 －

その他 80 62

営業外収益合計 414 350

営業外費用   

支払利息 108 131

売上債権売却損 6 6

為替差損 － 37

持分法による投資損失 20 23

その他 16 57

営業外費用合計 151 256

経常利益 635 475

特別利益   

投資有価証券売却益 3 37

その他 0 －

特別利益合計 3 37

特別損失   

固定資産除却損 3 0

関係会社株式評価損 － 30

ゴルフ会員権評価損 2 －

特別損失合計 5 31

税金等調整前四半期純利益 633 481

法人税、住民税及び事業税 4 65

法人税等調整額 214 141

法人税等合計 219 207

四半期純利益 413 274

非支配株主に帰属する四半期純利益又は非支配株主

に帰属する四半期純損失（△）
3 △0

親会社株主に帰属する四半期純利益 410 274
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
　　至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
　　至　2018年６月30日）

四半期純利益 413 274

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,057 △374

繰延ヘッジ損益 2 △36

為替換算調整勘定 △15 △119

退職給付に係る調整額 3 △31

持分法適用会社に対する持分相当額 △153 △189

その他の包括利益合計 894 △751

四半期包括利益 1,308 △476

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,305 △475

非支配株主に係る四半期包括利益 2 △1
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（連結の範囲の重要な変更）

　当第１四半期連結会計期間において、KPPロジスティックス株式会社及びDaiEi Papers Korea Company Limited

の重要性が増したため、連結の範囲に含めております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 保証債務

 連結会社以外の会社の金融機関等からの借入等に対し、債務保証を行っております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

DaiEi Papers Korea Company Limited 280百万円 -百万円

Sam Rich Trading Company Limited 4 -

計 285 -

（注）DaiEi Papers Korea Company Limitedについては、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めており

ます。

 

 ２ 受取手形割引高

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

受取手形割引高 19百万円 22百万円

 

 

　　　　 ３ 流動化に伴う買戻義務

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

債権流動化に伴う買戻義務 1,370百万円 1,436百万円

 

※４　四半期連結会計期間末日満期手形

　四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、前連結会計年度末日及び当四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度

末日満期手形及び四半期連結会計期間末日満期手形が、前連結会計年度末残高及び当四半期連結会計期間末

残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

受取手形 2,530百万円 2,355百万円

電子記録債権 1,905 1,915

支払手形 254 260

電子記録債務 1,042 963
 
 
 

(追加情報)

（「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日）等を当第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債

の区分に表示しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 105百万円 128百万円

のれん償却額 28 28

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日　至 2017年６月30日）

１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 532 8 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日　至 2018年６月30日）

１.配当金支払額

（決　議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 532 8 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

 

２．株主資本の金額の著しい変動

2018年６月25日を払込期日とする公募増資による新株式7,000,000株発行により、資本金及び資本準備金はそれぞ

れ1,113百万円増加しております。この結果、当第１四半期連結会計期間末において、資本金が4,556百万円、資本

剰余金が8,784百万円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　2017年４月１日　至　2017年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２ 
国内拠点紙パ

ルプ等卸売

海外拠点紙パ

ルプ等卸売
不動産賃貸 計

売上高       

外部顧客への売上高 74,136 17,521 309 91,967 - 91,967

セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,346 42 2 1,392 △1,392 -

計 75,483 17,564 311 93,359 △1,392 91,967

セグメント利益又は損失

（△）
897 △0 114 1,011 △637 373

（注）１．セグメント利益又は損失（△）の調整額△637百万円は、セグメント間取引消去５百万円及び

全社費用△643百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理

部門における一般管理費であります。

　　　２．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っておりま

す。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　2018年４月１日　至　2018年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額(注)１

四半期連結損

益計算書計上

額(注)２ 
国内拠点紙パ

ルプ等卸売

海外拠点紙パ

ルプ等卸売
不動産賃貸 計

売上高       

外部顧客への売上高 73,689 17,832 298 91,819 - 91,819

セグメント間の内部売上

高又は振替高
1,403 163 2 1,570 △1,570 -

計 75,092 17,996 301 93,390 △1,570 91,819

セグメント利益 808 64 153 1,026 △644 381

（注）１．セグメント利益の調整額△644百万円は、セグメント間取引消去３百万円及び全社費用△648百

万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない本社の管理部門における一般

管理費であります。

　　　２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2017年４月１日
至　2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2018年４月１日
至　2018年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6円 17銭 4円 02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
410 274

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半

期純利益金額（百万円）
410 274

普通株式の期中平均株式数（千株） 66,587 68,337

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 － 4円 02銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額

（百万円）
－ －

普通株式増加数（千株） － 24

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

　（注）１．当社は、2018年６月26日付で東京証券取引所市場第一部に上場したため、潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額は、新規上場日から当第１四半期連結会計期間末までの平均株価を期中平均株価とみなして算定

しております。

２．前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在する

ものの、当社株式は非上場であり、期中平均株価が把握できませんので記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

２０１８年８月１０日

国際紙パルプ商事株式会社

取締役会　御中

 

EY新日本有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 蛭田　清人　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中川　政人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている国際紙パルプ商

事株式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から

2018年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、国際紙パルプ商事株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

 

EDINET提出書類

国際紙パルプ商事株式会社(E02516)

四半期報告書

17/17


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析
	３経営上の重要な契約等

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	（１）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	（２）新株予約権等の状況
	①ストックオプション制度の内容
	②その他の新株予約権等の状況

	（３）行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	（４）発行済株式総数、資本金等の推移
	（５）大株主の状況
	（６）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	（１）四半期連結貸借対照表
	（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第１四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第１四半期連結累計期間
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

